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来年から相続情報を 
紙１枚にする新制度 

 

相続の法的手続きを簡素化する「法定相続情

報証明制度」が来年スタートします。現在は相

続の際に大量の戸籍書類一式をそろえて各

自治体の法務局や金融機関ごとに提出しな

ければなりませんが、これからは相続人全員

分の本籍や続柄、法定相続分などの情報を

そろえて一度法務局に提出すれば、発行され

る証明書の写しを提出することで事足りるよう

になるのです。 

 

 親や配偶者が死亡した場合、相続人は不動

産登記の変更や相続税の申告、銀行口座の

解約などの手続きのため、大量の戸籍書類一

式を管轄する各法務局や預金のある金融機

関ごとに提出する必要があります。また、提出

を受けた法務局や金融機関も、申請者が正

当な相続人であるかを審査し、さらに遺産が

多岐にわたるときは同様の手続きを複数の法

務局や金融機関が行なわなければなりませ

ん。 

 

 新制度ではまず、相続が発生すると相続人

の一人が全員分の本籍、住所、生年月日、続

き柄、法定相続分などを記した相続人一覧をつくり、

相続人全員分の現在の戸籍と、死んだ人の出生から

死亡までの戸籍をそろえて法務局に提出します。法

務局が正当な相続人であるかを審査した後、提出を

受けた相続人一覧を基にして証明書を完成させ、公

的な証明書として法務局が保管し、写しを発行。これ

によって相続人は、相続手続きを行う法務局や金融

機関に証明書を提出するだけでよくなり、利便性が向

上することを法務省は強調しています。 

 

 従来は煩雑な手続きがハードルとなって点在する

不動産の名義人を変えないままにしていることが多か

ったのですが、手続きを簡素化することで政府は円

滑な登記変更を促したい狙いです。 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

当団体は、異なる業種の経営者が相集い、 力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    
skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

 


